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(57)【要約】
【課題】本発明は、人体への装着時に環の長さが変化す
ることが抑制される磁気装身具を提供することを目的と
する。
【解決手段】本発明の磁気装身具１は、長尺体２および
磁性体３を備え、長尺体２の一端２ａ側と長尺体２の他
端２ｂ側とを互いにオーバーラップするように接続する
ことで、環状に形成することができるように構成され、
長尺体２の一端２ａ側に、長尺体２の他端２ｂ側とオー
バーラップして接続可能な接続部２４が設けられ、長尺
体２の他端２ｂ側に、接続部２４とオーバーラップして
接続可能な被接続部２５が設けられ、接続部２４および
被接続部２５は、オーバーラップ領域ＯＬの長さを調節
することができるように互いに接続され、被接続部２５
には、オーバーラップ領域ＯＬにある接続部２４の長さ
方向Ｌの全体を収容可能な収容部２５２が設けられてい
ることを特徴とする。
【選択図】図２
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
人体に装着されて使用される磁気装身具であって、
前記磁気装身具は、可撓性を有する長尺体と、前記長尺体に埋設された磁性体とを備え、
前記磁気装身具は、前記長尺体の一端側と前記長尺体の他端側とを互いにオーバーラップ
するように接続することで、環状に形成することができるように構成され、
前記長尺体の一端側に、前記長尺体の一端から前記長尺体の長さ方向の所定の長さに亘っ
て、前記長尺体の他端側とオーバーラップして接続可能な接続部が設けられ、
前記長尺体の他端側に、前記長尺体の他端から前記長尺体の長さ方向の所定の長さに亘っ
て、前記接続部とオーバーラップして接続可能な被接続部が設けられ、
前記接続部および前記被接続部は、互いにオーバーラップするオーバーラップ領域の長さ
を調節することができるように、互いに接続され、
前記被接続部には、前記オーバーラップ領域にある前記接続部の長さ方向の全体を収容可
能な収容部が設けられている、
磁気装身具。
【請求項２】
前記接続部は、前記被接続部と係合可能な複数の係合部を備え、
前記複数の係合部のそれぞれは、前記接続部の長さ方向に沿って互いに離間して設けられ
、
前記被接続部は、前記係合部と係合可能な被係合部を備える、
請求項１記載の磁気装身具。
【請求項３】
前記複数の係合部のそれぞれが、前記接続部の長さ方向に対して略垂直方向に突出する突
部として構成され、
前記収容部が、前記被接続部の長さ方向に対して略垂直方向に向かって開口する開口部を
有して前記被接続部の内部に凹んだ凹部として構成され、
前記凹部は、前記凹部に前記接続部が収容された状態で、前記接続部の突部が前記凹部の
開口部から前記凹部の外に突出するように形成されている、
請求項２記載の磁気装身具。
【請求項４】
前記凹部が、前記開口部に対向する底部と、前記底部の両端から立設する一対の側部との
内側に形成され、
前記凹部の上部には、前記開口部の一部を塞ぐように前記一対の側部の間に延びる架橋部
が設けられ、
前記底部と、前記一対の側部と、前記架橋部とにより囲繞される空間が、前記接続部が摺
動して挿通可能な挿通部を構成し、
前記被係合部が、前記架橋部により構成される、
請求項３記載の磁気装身具。
【請求項５】
前記被接続部の長さ方向における前記架橋部の長さは、前記接続部の長さ方向で隣り合う
前記係合部の間の間隔と略一致する、
請求項４記載の磁気装身具。
【請求項６】
前記複数の係合部が、前記磁気装身具が環状に形成された状態で環が形成する平面に対し
て略垂直方向の一方側に形成され、
前記凹部が、前記磁気装身具が環状に形成された際に環が形成する平面に対して略垂直方
向の一方側に前記凹部の開口部が向くように配置される、
請求項３～５のいずれか１項に記載の磁気装身具。
【請求項７】
前記長尺体が、第１長尺部材と、第２長尺部材と、前記第１長尺部材および前記第２長尺
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部材を互いに分離可能に連結する連結部とを備え、
前記連結部が、前記接続部および前記被接続部とは別に設けられている、
請求項１～６のいずれか１項に記載の磁気装身具。
【請求項８】
前記連結部による連結を解除するのに必要な力が、前記接続部と前記被接続部との間のオ
ーバーラップ領域の長さを変更するのに必要な力よりも大きい、
請求項７記載の磁気装身具。
【請求項９】
前記磁気装身具が、環状に形成された状態で、環の半分の長さの領域が、環の他の半分の
長さの領域よりも大きな重量を有するように形成される、
請求項１～８のいずれか１項に記載の磁気装身具。
【請求項１０】
前記磁性体が、粒状に形成され、
前記磁性体が、前記長尺体の長さ方向に延びる中心軸から、前記磁気装身具が環状に形成
された状態で環が形成する平面に対して略垂直方向の一方側に偏心して、前記長尺体に埋
設されている、
請求項１～９のいずれか１項に記載の磁気装身具。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、磁気装身具に関する。
【背景技術】
【０００２】
　たとえば特許文献１には、ゴム磁石から構成された長尺体を備える磁気装身具が開示さ
れている。この磁気装身具は、両端のそれぞれに長尺体を挟み込むための挟み込み部材が
設けられている。磁気装身具の一端側と他端側とは、挟み込み部材のそれぞれが長尺体を
挟み込むことにより、互いにオーバーラップするように接続される。この磁気装身具は、
一端側と他端側とが互いに接続されることで環状に形成されて、人体の首などに装着する
ことができる。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００３】
【特許文献１】特開２０１０－５４４０号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
　特許文献１の磁気装身具では、長尺体に対して挟み込み部材をスライドさせることで、
環の長さを調節することができる。ところが、互いにオーバーラップした一端側と他端側
のそれぞれの挟み込み部材以外の部分が互いに対して離間しているため、長さ調節が完了
して磁気装身具が装着されている状態で、その部分に指などが引っ掛かって外力を受ける
と、挟み込み部材がスライドして環の長さが変化してしまう可能性がある。そうすると、
使用者は、再度その長さを調節する必要がある。
【０００５】
　本発明は、上記問題に鑑みなされたもので、人体への装着時に環の長さが変化すること
が抑制される磁気装身具を提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００６】
　本発明の磁気装身具は、人体に装着されて使用される磁気装身具であって、前記磁気装
身具は、可撓性を有する長尺体と、前記長尺体に埋設された磁性体とを備え、前記磁気装
身具は、前記長尺体の一端側と前記長尺体の他端側とを互いにオーバーラップするように
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接続することで、環状に形成することができるように構成され、前記長尺体の一端側に、
前記長尺体の一端から前記長尺体の長さ方向の所定の長さに亘って、前記長尺体の他端側
とオーバーラップして接続可能な接続部が設けられ、前記長尺体の他端側に、前記長尺体
の他端から前記長尺体の長さ方向の所定の長さに亘って、前記接続部とオーバーラップし
て接続可能な被接続部が設けられ、前記接続部および前記被接続部は、互いにオーバーラ
ップするオーバーラップ領域の長さを調節することができるように、互いに接続され、前
記被接続部には、前記オーバーラップ領域にある前記接続部の長さ方向の全体を収容可能
な収容部が設けられていることを特徴とする。
【０００７】
　また、前記接続部は、前記被接続部と係合可能な複数の係合部を備え、前記複数の係合
部のそれぞれは、前記接続部の長さ方向に沿って互いに離間して設けられ、前記被接続部
は、前記係合部と係合可能な被係合部を備えることが好ましい。
【０００８】
　また、前記複数の係合部のそれぞれが、前記接続部の長さ方向に対して略垂直方向に突
出する突部として構成され、前記収容部が、前記被接続部の長さ方向に対して略垂直方向
に向かって開口する開口部を有して前記被接続部の内部に凹んだ凹部として構成され、前
記凹部は、前記凹部に前記接続部が収容された状態で、前記接続部の突部が前記凹部の開
口部から前記凹部の外に突出するように形成されていることが好ましい。
【０００９】
　また、前記凹部が、前記開口部に対向する底部と、前記底部の両端から立設する一対の
側部との内側に形成され、前記凹部の上部には、前記開口部の一部を塞ぐように前記一対
の側部の間に延びる架橋部が設けられ、前記底部と、前記一対の側部と、前記架橋部とに
より囲繞される空間が、前記接続部が摺動して挿通可能な挿通部を構成し、前記被係合部
が、前記架橋部により構成されることが好ましい。
【００１０】
　また、前記被接続部の長さ方向における前記架橋部の長さは、前記接続部の長さ方向で
隣り合う前記係合部の間の間隔と略一致することが好ましい。
【００１１】
　また、前記複数の係合部が、前記磁気装身具が環状に形成された状態で環が形成する平
面に対して略垂直方向の一方側に形成され、前記凹部が、前記磁気装身具が環状に形成さ
れた際に環が形成する平面に対して略垂直方向の一方側に前記凹部の開口部が向くように
配置されることが好ましい。
【００１２】
　また、前記長尺体が、第１長尺部材と、第２長尺部材と、前記第１長尺部材および前記
第２長尺部材を互いに分離可能に連結する連結部とを備え、前記連結部が、前記接続部お
よび前記被接続部とは別に設けられていることが好ましい。
【００１３】
　また、前記連結部による連結を解除するのに必要な力が、前記接続部と前記被接続部と
の間のオーバーラップ領域の長さを変更するのに必要な力よりも大きいことが好ましい。
【００１４】
　また、前記磁気装身具が、環状に形成された状態で、環の半分の長さの領域が、環の他
の半分の長さの領域よりも大きな重量を有するように形成されることが好ましい。
【００１５】
　また、前記磁性体が、粒状に形成され、前記磁性体が、前記長尺体の長さ方向に延びる
中心軸から、前記磁気装身具が環状に形成された状態で環が形成する平面に対して略垂直
方向の一方側に偏心して、前記長尺体に埋設されていることが好ましい。
【発明の効果】
【００１６】
　本発明によれば、人体への装着時に環の長さが変化することが抑制される磁気装身具を
提供することができる。
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【図面の簡単な説明】
【００１７】
【図１】本発明の一実施形態に係る磁気装身具の上面図である。
【図２】本発明の一実施形態に係る磁気装身具の下面図である。
【図３】本発明の一実施形態に係る磁気装身具の分解下面図である。
【図４】図２のＩＶ－ＩＶ線断面図である。
【図５】図２のＶ－Ｖ線断面図である。
【図６】図２のＶＩ－ＶＩ線断面図である。
【図７】本発明の一実施形態に係る磁気装身具において、接続部が被接続部の挿通孔に挿
通された状態を示す図である。
【図８】本発明の一実施形態に係る磁気装身具において、図７に示される状態から、オー
バーラップ領域の長さが長くなるように接続部が被接続部に対して相対移動された状態を
示す図である。
【図９】本発明の一実施形態に係る磁気装身具において、図８に示される状態から、接続
部が被接続部の収容部に収容された状態を示す図である。
【図１０】本発明の一実施形態に係る磁気装身具において、図９に示される状態から、オ
ーバーラップ領域の長さが短くなるように接続部が被接続部に対して相対移動された状態
を示す図である。
【図１１】本発明の一実施形態に係る磁気装身具が人体の首に装着された状態で、人体を
正面から見た図である。
【発明を実施するための形態】
【００１８】
　以下、添付図面を参照し、本発明の一実施形態に係る磁気装身具を説明する。ただし、
以下に示す実施形態はあくまで一例にすぎず、本発明の磁気装身具は、以下の実施形態に
限定されることはない。
【００１９】
　本実施形態の磁気装身具１は、図１１に示されるように、人体に装着されて使用される
。磁気装身具１は、後述するように、磁性体３を備えているので、人体に装着されること
で磁気治療器として使用することができる。磁気装身具１は、人体に装着されることで、
磁性体３を人体に近接して配置することができるので、人体の体内に磁場を印加し、配置
される部位およびその周辺の血行を促進したり、代謝を向上したりするなどの磁気治療効
果をもたらすことができる。ただし、磁気装身具１は、磁気治療器としての用途だけでな
く、装飾用など他の用途としても使用可能である。また、磁気装身具１は、たとえば図１
１に示されるように人体の首Ｎに装着可能であるが、他の部位に装着することもできる。
【００２０】
　磁気装身具１は、図１～図３に示されるように、可撓性を有する長尺体２と、長尺体２
に埋設された磁性体３とを備えている。磁気装身具１は、長尺体２の一端２ａ側と長尺体
２の他端２ｂ側とを互いにオーバーラップするように接続することで、環状に形成するこ
とができるように構成されている。それにより、磁気装身具１は、図１１に示されるよう
に、人体の首Ｎなどの装着部位に巻き付けて使用することができる。なお、長尺体２の一
端２ａ側と他端２ｂ側とは、本実施形態では取り外し可能に接続されるが、取り外し不能
に接続されてもよい。
【００２１】
　長尺体２は、可撓性を有し、長さ方向Ｌに沿って延びる長尺（細長）状の部材である。
長尺体２は、本実施形態では、図１～図３に示されるように、第１長尺部材２１と、第２
長尺部材２２と、第１長尺部材２１および第２長尺部材２２を互いに分離可能に連結する
連結部２３とを備えている。長尺体２は、連結部２３により第１長尺部材２１および第２
長尺部材２２を互いに連結することで、１つの部材として構成され、連結部２３による連
結を解除することで、第１長尺部材２１と第２長尺部材２２との間で分割することができ
る。したがって、たとえば磁気装身具１が環状に形成された状態でも、連結部２３による
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連結を一旦解除して長尺体２を分割することで、人体の首Ｎなどの装着部位に容易に巻き
付けて装着することができる。
【００２２】
　第１長尺部材２１および第２長尺部材２２のそれぞれは、可撓性を有する長尺（細長）
状の部材であり、長尺体２の長さ方向Ｌの一部を構成する。本実施形態では、図２および
図３に示されるように、第１長尺部材２１は、長尺体２の一端２ａと、長尺体２の一端２
ａとは反対側の端部２１ａまで延びる部材である。また、第２長尺部材２２は、長尺体２
の他端２ｂと、長尺体２の他端２ｂとは反対側の端部２２ａまで延びる部材である。第１
長尺部材２１は、後述する接続部２４を備え、第２長尺部材２２は、後述する被接続部２
５を備える。第１長尺部材２１および第２長尺部材２２は、第１長尺部材２１の端部２１
ａと第２長尺部材２２の端部２２ａとが連結部２３を介して接続されて、互いに連結され
る。
【００２３】
　第１長尺部材２１および第２長尺部材２２のそれぞれは、長尺状に形成されていればよ
く、その形状は特に限定されることはない。本実施形態では、第１長尺部材２１は、図１
～図５に示されるように、一方の端部（長尺体２の一端２ａ）から長さ方向Ｌの大部分（
全体の６５～９０％）に亘って、長さ方向Ｌに対して垂直な断面が略円形に形成され、他
方の端部２１ａまでの残りの部分に亘って、長さ方向Ｌに対して垂直な断面が略矩形に形
成されている。また、第２長尺部材２２は、一方の端部（長尺体２の他端２ｂ）から他方
の端部２２ａまでの略全長に亘って、長さ方向Ｌに対して垂直な断面が略矩形に形成され
ている。そして、第２長尺部材２２の断面積は、第１長尺部材２１の断面積よりも大きく
、第２長尺部材２２の長さ方向Ｌの単位長さ当たりの重量が、第１長尺部材２１の長さ方
向Ｌの単位長さ当たりの重量よりも大きい。それによって、以下で述べるように、磁気装
身具１が環状に形成された時に、磁気装身具１に重さの偏りがもたらされる。
【００２４】
　第１長尺部材２１および第２長尺部材２２のそれぞれの長さは、特に限定されることは
なく、必要とされる長尺体２の長さや長尺体２を分割する位置などに応じて適宜設定する
ことができる。また、第１長尺部材２１および第２長尺部材２２は、少なくとも、互いに
連結されて長尺体２を構成している状態で、その長尺体２が環状に湾曲できる程度の可撓
性を有することができれば、特に限定されることはなく、シリコーンゴム、ウレタンゴム
、ポリウレタンゴムなどの軟質材料により形成することができる。シリコーンゴムは、肌
への悪影響が比較的小さく、肌触りも比較的良好であるという点で、好適に採用される。
なお、第１長尺部材２１および第２長尺部材２２は、ともに同じ材料により形成されても
よく、互いに異なる材料により形成されてもよい。
【００２５】
　連結部２３は、第１長尺部材２１および第２長尺部材２２を互いに連結することができ
ればよく、その構造は特に限定されない。本実施形態では、連結部２３は、図１～図３に
示されるように、第１長尺部材２１の端部２１ａと第２長尺部材２２の端部２２ａとの間
に介挿される介挿部材２３１と、第１長尺部材２１および第２長尺部材２２と係合する係
合部材２３２とを備えている。
【００２６】
　介挿部材２３１は、図１～図３に示されるように、第１長尺部材２１の端部２１ａと第
２長尺部材２２の端部２２ａとの間に配置され、長尺体２の長さ方向Ｌの一部を構成する
。介挿部材２３１は、長尺体２の長さ方向Ｌに沿って貫通して内部に挿通された係合部材
２３２と係合した状態で係合部材２３２を保持する。介挿部材２３１は、第１長尺部材２
１の端部２１ａ近傍および第２長尺部材２２の端部２２ａ近傍と略同一の断面形状および
断面積を有している。介挿部材２３１は、係合部材２３２と係合した状態で係合部材２３
２を保持する強度を有していれば、特に限定されることはなく、シリコーンゴム、ウレタ
ンゴム、ポリウレタンゴムなどの軟質材料により形成することができる。介挿部材２３１
は、第１長尺部材２１および第２長尺部材２２と同じ材料により形成されてもよく、異な
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る材料により形成されてもよい。介挿部材２３１は、色や形状を工夫することにより、装
飾機能を持たせることもできるし、ユーザが連結部分を認識しやすくすることもできる。
【００２７】
　係合部材２３２は、介挿部材２３１と係合することで介挿部材２３１に保持され、第１
長尺部材２１および第２長尺部材２２と係脱可能に係合する。係合部材２３２は、介挿部
材２３１を貫通して介挿部材２３１の内部に挿通される。係合部材２３２は、図３に示さ
れるように、介挿部材２３１に挿通された状態で、介挿部材２３１から第１長尺部材２１
の端部２１ａの側に突出する第１係合部２３２ａと、介挿部材２３１から第２長尺部材２
２の端部２２ａの側に突出する第２係合部２３２ｂと、第１係合部２３２ａおよび第２係
合部２３２ｂの間に位置し、介挿部材２３１と係合する第３係合部２３２ｃとを備えてい
る。第１係合部２３２ａは、第１長尺部材２１の端部２１ａに隣接して設けられた第１長
尺部材側被係合部２１ｂと係脱可能に係合し、第２係合部２３２ｂは、第２長尺部材２２
の端部２２ａに隣接して設けられた第２長尺部材側被係合部２２ｂと係脱可能に係合する
。連結部２３により互いに連結された第１長尺部材２１および第２長尺部材２２は、第１
長尺部材２１および第２長尺部材２２を長さ方向Ｌに沿って互いに反対方向に所定の力（
係合力）より大きな力で引っ張ることにより、第１長尺部材２１と連結部２３との間（第
１長尺部材側被係合部２１ｂと第１係合部２３２ａとの間）、および／または、第２長尺
部材２２と連結部２３との間（第２長尺部材側被係合部２２ｂと第２係合部２３２ｂとの
間）において、連結（係合）が解除される。
【００２８】
　係合部材２３２は、第１長尺部材２１、第２長尺部材２２および介挿部材２３１との係
合および係合解除の際や磁気装身具１の使用時において変形が抑制される程度の強度を有
していればよく、特に限定されることはないが、たとえばポリエチレン、硬質ポリ塩化ビ
ニルなどの硬質樹脂や金属などの硬質材料または軟質樹脂などの軟質材料により形成する
ことができる。
【００２９】
　長尺体２は、上述したように、本実施形態では、互いに分離可能な第１長尺部材２１お
よび第２長尺部材２２の２つの部材を備えている。しかし、長尺体２は、本実施形態に限
定されることはなく、分離不能な１つの部材により構成されていてもよい。長尺体２の長
さは、特に限定されることはなく、装着される人体の部位の大きさに応じて適宜設定する
ことができる。また、長尺体２は、環状に湾曲できる程度の可撓性を有していれば、特に
限定されることはなく、シリコーンゴム、ウレタンゴム、ポリウレタンゴムなどの軟質材
料により形成することができる。
【００３０】
　長尺体２では、図２および図３に示されるように、長尺体２の一端２ａ側に、長尺体２
の一端２ａから長尺体２の長さ方向Ｌの所定の長さに亘って、長尺体２の他端２ｂ側とオ
ーバーラップして接続可能な接続部２４が設けられ、長尺体２の他端２ｂ側に、長尺体２
の他端２ｂから長尺体２の長さ方向Ｌの所定の長さに亘って、接続部２４とオーバーラッ
プして接続可能な被接続部２５が設けられている。磁気装身具１は、長尺体２の接続部２
４と被接続部２５とを互いにオーバーラップするように接続することで、環状に形成する
ことができる。また、接続部２４および被接続部２５は、後に詳しく述べるように、互い
にオーバーラップするオーバーラップ領域ＯＬ（図２を参照）の長さ方向Ｌの長さを調節
することができるように、互いに接続される。磁気装身具１は、オーバーラップ領域ＯＬ
の長さを調節することにより環の長さ（または径）を調節することができる。
【００３１】
　なお、本実施形態では、接続部２４および被接続部２５は、上述した連結部２３とは別
に設けられている。これにより、磁気装身具１を人体に取り付けるために行なう連結部２
３による連結動作と、接続部２４および被接続部２５を介した環の長さの調節動作とを別
個に行なうことができる。したがって、磁気装身具１を人体に取り付けるたびに長さ調節
を行なう必要がないので、磁気装身具１の取り扱いが容易である。また、本実施形態の磁
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気装身具１は、連結部２３による連結を解除するのに必要な力が、接続部２４と被接続部
２５との間のオーバーラップ領域の長さ方向Ｌの長さを変更する（たとえば、短くする）
のに必要な力よりも大きくなるように構成されている。これにより、環の長さが長くなる
方向に長尺体２を引っ張って、連結部２３と、接続部２４および被接続部２５との両方に
同時に同じ力が加わったとしても、連結部２３の連結が解除される前に、オーバーラップ
領域ＯＬの長さが短くなって、環の長さが長くなる。したがって、オーバーラップ領域Ｏ
Ｌの長さを短くして環の長さを長くしたい場合に、不意に連結部２３の連結が解除される
ことが抑制されるので、容易に環の長さを調節することができる。
【００３２】
　また、磁気装身具１は、本実施形態では、図１および図２に示されるように、環状に形
成された状態で、環の半分の長さの領域（図中、下側）が、環の他の半分の長さの領域（
図中、上側）よりも大きな重量を有するように形成される。より具体的には、相対的に大
きな重量を有する領域には、主として、断面が略矩形で、相対的に断面積が大きく、単位
長さ当たりの重量が大きな領域（第１長尺部材２１の一部および第２長尺部材２２を含む
）が含まれ、相対的に小さな重量を有する領域には、主として、断面が略円形で、相対的
に断面積が小さく、単位長さ当たりの重量が小さな領域（第１長尺部材２１の一部を含む
）が含まれる。磁気装身具１は、環の半分の長さの領域を環の他の半分の領域よりも相対
的に重くすることで、たとえば図１１に示されるように、相対的に重い領域が下側に配置
されるように首Ｎに装着した場合、重力に従って相対的に重い領域が下側に維持されて、
首Ｎの周りで回転することが抑制される。それによって、磁性体３の首Ｎに対する位置が
変化するのを抑制することができるので、所望の位置に継続して磁気治療効果を及ぼすこ
とができる。本実施形態の磁気装身具１は、たとえば、使用者がスポーツをするなどして
首Ｎに対して磁気装身具１が振動する場合であっても、磁気装身具１の首Ｎに対する回転
が抑制されて、所望の磁気治療効果を発揮することができる。したがって、本実施形態の
磁気装身具１は、スポーツ用としても好適に用いることができる。
【００３３】
　接続部２４は、図２および図３に示されるように、長尺体２のうち、長尺体２の一端２
ａから長尺体２の長さ方向Ｌの所定の長さに亘る部分を構成している。接続部２４は、被
接続部２５とオーバーラップし、そのオーバーラップ領域ＯＬの長さを調節できるように
、被接続部２５と接続することができればよく、その構造は特に限定されない。本実施形
態では、接続部２４は、接続部２４の長さ方向Ｌに沿って延びる接続部本体２４１と、被
接続部２５と係合可能な複数の係合部２４２とを備えている。
【００３４】
　接続部本体２４１は、接続部２４の長さ方向Ｌに沿って、接続部２４の長さ方向Ｌの全
長に亘って延びる部位である。接続部本体２４１は、所定の摺動抵抗を有するように、長
さ方向Ｌに沿って摺動可能に被接続部２５（後述する被接続部本体２５１）と接続される
。接続部２４と被接続部２５との間に、互いに対して長さ方向Ｌに沿って所定の摺動抵抗
以下の力が加わった場合には、接続部２４の被接続部２５に対する摺動が抑制されて、互
いに対する接続位置が維持され、オーバーラップ領域ＯＬの長さが維持される。また、接
続部２４と被接続部２５との間に、互いに対して長さ方向Ｌに沿って所定の摺動抵抗より
大きな力が加わった場合には、接続部２４が被接続部２５に対して摺動し、互いに対する
接続位置が変化し、オーバーラップ領域ＯＬの長さが変化する。接続部２４と被接続部２
５との間に、互いに対して長さ方向Ｌに沿って所定の摺動抵抗より大きな力を加えること
で、オーバーラップ領域ＯＬの長さを調節し、環の長さを調節することができる。
【００３５】
　接続部本体２４１は、本実施形態では、図２～図４に示されるように、長さ方向Ｌに垂
直な断面が略円形の細長状に形成される。接続部本体２４１は、被接続部２５の後述する
収容部２５２に、その長さ方向Ｌに亘って嵌合可能な大きさに形成される。
【００３６】
　係合部２４２は、接続部２４および被接続部２５の長さ方向Ｌでの互いに対する相対移
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動を抑制するように、長さ方向Ｌで被接続部２５と係脱可能に係合する。係合部２４２が
被接続部２５（後述する被係合部２５３）と係合することで、接続部２４と被接続部２５
との間の接続位置をより安定して維持し、オーバーラップ領域ＯＬの長さをより安定して
維持することができる。その一方で、接続部２４と被接続部２５との間に、互いに対して
長さ方向Ｌに沿って、係合部２４２と被接続部２５との間の係合力より大きな力を加える
ことで、係合部２４２と被接続部２５との間の係合を解除することができる。
【００３７】
　複数の係合部２４２のそれぞれは、図２および図３に示されるように、接続部２４の長
さ方向Ｌに沿って互いに離間して設けられている。これにより、複数の係合部２４２のい
ずれかの位置で被接続部２５と係合させることで、オーバーラップ領域ＯＬの長さを調節
することができ、オーバーラップ領域ＯＬの長さを調節した位置で接続状態をより安定し
て維持することができる。本実施形態では、複数の係合部２４２のそれぞれは、接続部２
４の長さ方向Ｌに沿って互いに略等間隔で離間して配置されている。
【００３８】
　複数の係合部２４２は、被接続部２５に対して、それぞれが同じ係合力で係合するよう
に構成されていてもよいし、それぞれが異なる係合力で係合するように構成されていても
よい。本実施形態では、長尺体２の一端２ａに隣接する係合部２４２が、長尺体２の一端
２ａから離間するその他の係合部２４２よりも高い係合力で、被接続部２５と係合するよ
うに構成されている。より具体的には、図３においてよく分かるように、長尺体２の一端
２ａに隣接する係合部２４２の長さ方向Ｌの長さが、長尺体２の一端２ａから離間するそ
の他の係合部２４２の長さ方向Ｌの長さよりも長くなるように形成されることで、長尺体
２の一端２ａに隣接する係合部２４２は、その他の係合部２４２よりも、被接続部２５と
の係合を解除し難くなっている（係合力が高くなっている）。これにより、オーバーラッ
プ領域ＯＬの長さが最も短くなった状態での係合力が最も高くなり、オーバーラップ領域
ＯＬの長さがそれ以上短くなる（接続部２４と被接続部２５との間の接続が解除される）
のが最も抑制される。その一方で、オーバーラップ領域ＯＬの長さがそれ以上長い状態で
は、その他の係合部２４２と被接続部２５との間の係合を比較的解除しやすいので、オー
バーラップ領域ＯＬの長さを容易に調節することができる。
【００３９】
　複数の係合部２４２のそれぞれは、図４に示されるように、接続部２４の長さ方向Ｌに
対して略垂直方向に（図中、上方に）接続部本体２４１から突出する突部として構成され
ている。係合部２４２は、接続部２４が被接続部２５と接続された状態で、被接続部２５
から突出するように構成されている。本実施形態では、複数の係合部２４２が、磁気装身
具１が環状に形成された状態で環が形成する平面に対して略垂直方向の一方側（図２およ
び図３の紙面表側、図４の上側）に形成されている。なお、係合部２４２は、本実施形態
では接続部本体２４１から突出する突部として構成されているが、被接続部２５と係合可
能であれば、本実施形態に限定されることはなく、接続部本体２４１の表面から凹んだ凹
部として構成されていてもよい。
【００４０】
　被接続部２５は、図２および図３に示されるように、長尺体２のうち、長尺体２の他端
２ｂから長尺体２の長さ方向Ｌの所定の長さに亘る部分を構成している。被接続部２５は
、接続部２４とオーバーラップし、そのオーバーラップ領域ＯＬの長さを調節できるよう
に、接続部２４と接続することができればよく、その構造は特に限定されることはない。
本実施形態では、被接続部２５には、オーバーラップ領域ＯＬにある接続部２４の長さ方
向Ｌの全体を収容可能な収容部２５２が設けられている。オーバーラップ領域ＯＬにある
接続部２４は、その長さ方向Ｌの全体が被接続部２５から離間することなく被接続部２５
と接触して、収容部２５２に収容される。オーバーラップ領域ＯＬにある接続部２４の長
さ方向Ｌの全体が収容部２５２に収容されることにより、オーバーラップ領域ＯＬにおい
て接続部２４および被接続部２５のいずれかまたは両方に指などが引っ掛かって外力が加
えられることが抑制されて、人体への装着時に環の長さが変化することが抑制される。



(10) JP 2021-69683 A 2021.5.6

10

20

30

40

50

【００４１】
　被接続部２５は、本実施形態では、図２および図３に示されるように、被接続部２５の
長さ方向Ｌに沿って延びる被接続部本体２５１と、被接続部本体２５１に設けられた上述
の収容部２５２と、接続部２４の係合部２４２と係合可能な被係合部２５３とを備えてい
る。
【００４２】
　被接続部本体２５１は、被接続部２５の長さ方向Ｌに沿って、被接続部２５の長さ方向
Ｌの全長に亘って延びる部位である。被接続部本体２５１は、所定の摺動抵抗を有するよ
うに、長さ方向Ｌに沿って摺動可能に接続部２４（接続部本体２４１）と接続される。被
接続部本体２５１は、収容部２５２に収容された接続部２４を保持する。被接続部本体２
５１は、図４に示されるように、被接続部２５の長さ方向Ｌに対して略垂直方向に向かっ
て開口する開口部２５１ａと、開口部２５１ａに対向する底部２５１ｂと、（被接続部２
５の長さ方向Ｌに対して略垂直方向における）底部２５１ｂの両端から立設する一対の側
部２５１ｃ、２５１ｃとを備えている。開口部２５１ａ、底部２５１ｂおよび一対の側部
２５１ｃ、２５１ｃは、被接続部本体２５１の長さ方向Ｌの全長に亘って延びるように設
けられている。
【００４３】
　被接続部本体２５１は、本実施形態では、図１～図４に示されるように、全体として、
長さ方向Ｌに垂直な断面が略矩形で、長さ方向Ｌに沿って延びる細長状に形成される。被
接続部本体２５１は、その長さ方向Ｌに垂直な断面の断面積が、接続部本体２４１の長さ
方向Ｌに垂直な断面の断面積よりも大きくなるように形成される。被接続部本体２５１は
、磁気装身具１が環状に形成された際に環が形成する平面に対して略垂直方向の一方側（
図２および図３の紙面表側、図４の上側）および他方側（図１の紙面表側、図４の下側）
に矩形の対向する辺（辺が形成する面）が面するように配置される。たとえば図１１に示
されるように磁気装身具１が人体の首Ｎに装着された場合に、矩形の辺が形成する面が首
Ｎの下側の皮膚に面するように配置されるので、首Ｎに対して装着位置がより安定して維
持される。
【００４４】
　収容部２５２は、本実施形態では、図４に示されるように、被接続部２５の長さ方向Ｌ
に対して略垂直方向に向かって開口する開口部２５１ａを有して被接続部２５（被接続部
本体２５１）の内部に凹んだ凹部として構成されている。凹部２５２は、凹部２５２に接
続部２４が収容された状態で、接続部２４の突部（係合部）２４２が凹部２５２の開口部
２５１ａから凹部２５２の外に突出するように形成されている。したがって、接続部２４
は、突部２４２が開口部２５１ａから凹部２５２の外に突出するように凹部２５２に収容
される。これにより、たとえば、磁気装身具１を、突出した突部２４２が人体側に向くよ
うにして人体に装着すれば、突部２４２が人体の皮膚と直接または間接的に接触して係合
することで、磁気装身具１が人体の装着部位に対して移動（特に回転）することが抑制さ
れる。たとえば、使用者がスポーツをするなどして装着部位に対して磁気装身具１が振動
する場合であっても、磁気装身具１の装着部位に対する移動が抑制されるので、装着部位
に対する磁性体３の位置が変化するのを抑制することができる。したがって、本実施形態
の磁気装身具１は、スポーツ用としても好適に用いることができる。
【００４５】
　凹部２５２は、図４に示されるように、被接続部本体２５１の開口部２５１ａに対向す
る底部２５１ｂと、底部２５１ｂの両端から立設する一対の側部２５１ｃ、２５１ｃとの
内側に形成される。そして、凹部２５２は、凹部２５２に接続部２４が収容された状態で
、接続部２４の接続部本体２４１が底部２５１ｂおよび一対の側部２５１ｃ、２５１ｃと
接触するような大きさに形成される。これにより、接続部２４は、突部２４２が開口部２
５１ａから凹部２５２の外に突出し、接続部本体２４１が凹部２５２と嵌合した状態で、
凹部２５２に収容される。そして、接続部２４は、被接続部２５の底部２５１ｂおよび一
対の側部２５１ｃ、２５１ｃと接触することで、所定の摺動抵抗を有して、被接続部２５
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に摺動可能に接続される。
【００４６】
　また、凹部２５２は、図４に示されるように、開口部２５１ａの幅Ｗ１が、一対の側部
２５１ｃ、２５１ｃ間の間隔Ｗ２よりも小さくなるように形成される。これにより、一対
の側部２５１ｃ、２５１ｃ間の間隔Ｗ２に対応した幅を有する接続部２４は、凹部２５２
から開口部２５１ａを介して抜け出すのが抑制される。さらに、一対の側部２５１ｃ、２
５１ｃは、接続部２４が長さ方向Ｌに沿った軸を中心として被接続部２５に対して回転し
ようとすると、開口部２５１ａから突出した突部２４２と当接するので、接続部２４の長
さ方向Ｌに沿った軸を中心とした相対回転を抑制し、接続部２４の被接続部２５に対する
捻じれの無い長さ方向Ｌに沿った相対移動を案内する。
【００４７】
　凹部２５２は、図２～図４に示されるように、磁気装身具１が環状に形成された際に環
が形成する平面に対して略垂直方向の一方側（図２および図３の紙面表側、図４の上側）
に凹部２５２の開口部２５１ａが向くように配置される。つまり、凹部２５２の開口部２
５１ａは、接続部２４の突部２４２が突出する方向と同じ方向に開口している。これによ
り、突部２４２と開口部２５１ａとを互いに位置合わせすることで、接続部２４が被接続
部２５に対して所定の角度から捩れて収容されることを抑制することができる。さらに、
磁気装身具１が環状に形成された際に環が形成する平面に対して略垂直方向の一方側に突
部２４２が突出することにより、たとえば図１１に示されるように磁気装身具１を人体の
首Ｎに装着する場合に、複数の係合部２４２が人体の首Ｎの下側の皮膚と直接または間接
的に接触して係合するように装着することができるので、磁気装身具１が首Ｎの周りで回
転するのが抑制される。
【００４８】
　凹部２５２の上部（開口部２５１ａの底部２５１ｂとは反対側）には、図５に示される
ように、開口部２５１ａの長さ方向Ｌの一部を塞ぐように一対の側部２５１ｃ、２５１ｃ
の間に延びる架橋部２５１ｄが設けられている。底部２５１ｂと、一対の側部２５１ｃ、
２５１ｃと、架橋部２５１ｄとにより囲繞される空間が、接続部２４が摺動して挿通可能
な挿通孔２５１ｅを構成している。凹部２５２の上部に架橋部２５１ｄが設けられること
で、架橋部２５１ｄの下方の凹部２５２に収容される接続部２４が開口部２５１ａを介し
て凹部２５２の外に抜け出すのが抑制され、より確実に凹部２５２に接続部２４が収容さ
れる。
【００４９】
　被係合部２５３は、接続部２４の長さ方向Ｌでの被接続部２５に対する相対移動を抑制
するように、接続部２４の係合部２４２と長さ方向Ｌで係合する。被係合部２５３は、図
２および図３に示されるように、収容部（凹部）２５２の長さ方向Ｌの一部において収容
部（凹部）２５２と並んで設けられている。被係合部２５３が収容部２５２と並設される
ことで、長さ方向Ｌでの被接続部２５に対する相対移動を抑制しながら、より確実に収容
部２５２に接続部２４を収容することができる。また、被係合部２５３は、長尺体２の他
端２ｂに隣接して（１つの係合部２４２の長さ方向Ｌの長さと同程度の長さだけ離間して
）設けられている。これにより、長尺体２の他端２ｂ近傍において接続部２４と被接続部
２５とが係合することができるので、オーバーラップ領域ＯＬの長さがより短い状態で接
続部２４と被接続部２５との接続状態を維持することができる。
【００５０】
　被係合部２５３は、本実施形態では、架橋部２５１ｄ（図５を参照）により構成される
。被係合部２５３が架橋部２５１ｄにより構成されることで、長さ方向Ｌにおける同じ位
置で、長さ方向Ｌおよび長さ方向Ｌに対して垂直方向の接続部２４の相対移動を抑制する
ことができ、接続部２４の被接続部２５に対する接続状態をより安定して維持することが
できる。
【００５１】
　被係合部２５３は、本実施形態では、オーバーラップ領域ＯＬの長さが短くなるような
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接続部２４の被接続部２５に対する相対移動と、オーバーラップ領域ＯＬの長さが長くな
るような接続部２４の被接続部２５に対する相対移動との両方を抑制するように、接続部
２４の係合部２４２と係合するように構成される。より具体的には、図２に示されるよう
に、被係合部２５３を構成する架橋部２５１ｄの一方側（長尺体２の一端２ａ側）の端部
が、接続部２４の隣り合う係合部２４２のうち一方側（長尺体２の一端２ａ側）の係合部
２４２と係合することで、オーバーラップ領域ＯＬの長さが短くなるような接続部２４の
被接続部２５に対する相対移動が抑制される。そして、架橋部２５１ｄの他方側（長尺体
２の他端２ｂ側）の端部が、接続部２４の隣り合う係合部２４２のうち他方側（長尺体２
の他端２ｂ側）の係合部２４２と係合することで、オーバーラップ領域ＯＬの長さが長く
なるような接続部２４の被接続部２５に対する相対移動が抑制される。本実施形態では、
被接続部２５の長さ方向Ｌにおける架橋部２５１ｄの長さは、接続部２４の長さ方向Ｌで
隣り合う係合部２４２の間の間隔と略一致する。したがって、被係合部２５３は、隣り合
う係合部２４２の間に配置されることで、隣り合う係合部２４２の両方の係合部２４２と
係合する。これにより、接続部２４の長さ方向Ｌに沿った両方向の相対移動が抑制されて
、オーバーラップ領域ＯＬの長さをより安定して維持することができる。
【００５２】
　磁性体３は、磁場を生成し、特に、人体の部位に対して影響（たとえば磁気治療効果）
を及ぼし得る磁場を生成する。磁性体３は、本実施形態では、図１～図３に示されるよう
に、粒状に形成され、長尺体２に埋設される。より具体的には、図６に示されるように、
粒状に形成された磁性体３は、長尺体２の長さ方向Ｌに延びる中心軸Ｃから、磁気装身具
１が環状に形成された状態で環が形成する平面に対して略垂直方向の一方側（図２および
図３の紙面表側、図４の上側）に偏心して、長尺体２に埋設されている。したがって、磁
気装身具１が環状に形成された状態で環が形成する平面に対して略垂直方向の一方側が人
体の皮膚に面するように人体に装着された場合に、磁性体３が人体により近い側に配置さ
れるため、人体に対してより大きな磁場を生成することができ、より高い磁気治療効果を
発揮することができる。
【００５３】
　磁性体３は、本実施形態では、図１～図３に示されるように、長尺体２（第１長尺部材
２１）の長さ方向Ｌに沿って互いの間の間隔が略等間隔になるように配置された複数（図
示された例では６つ）の磁性体を含んでいる。しかし、磁性体３の数は、特に限定される
ことはなく、１つであってもよい。また、磁性体３は、粉末状に形成されて、長尺体２の
内部に分散されてもよく、それによって、長尺体２が、ゴム磁石として構成されてもよい
。また、磁性体３としては、磁場を生成するものであれば特に限定されることはなく、た
とえばフェライト、ネオジウム、サマリウムコバルトなどの磁性体を用いることができる
。
【００５４】
　つぎに、図７～図１０を参照して、本実施形態の磁気装身具１の環の長さ（または径）
を調節する方法を説明する。ただし、本発明の磁気装身具は、以下の説明に限定されるこ
とはない。
【００５５】
　まず、磁気装身具１を環状に形成するために、図７に示されるように、長尺体２の一端
２ａ側に設けられた接続部２４を、長尺体２の他端２ｂ側に設けられた被接続部２５の挿
通孔２５１ｅに、長尺体２の他端２ｂ側から挿通して、被接続部２５に接続する。このと
き、被接続部２５の被係合部２５３近傍に位置する接続部２４の部位を、被接続部２５の
収容部２５２に収容されている状態とし、接続部２４の先端（長尺体２の一端２ａ）側の
部位を、収容部２５２から突出して収容部２５２に収容されていない状態とする。
【００５６】
　つぎに、図８に示されるように、接続部２４を、接続部２４の接続部本体２４１と被接
続部２５との間の摺動抵抗、および接続部２４の係合部２４２と被接続部２５の被係合部
２５３との間の係合力に抗して、オーバーラップ領域ＯＬの長さが長くなるように被接続
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部２５に対して（図中、右から左へ）引っ張ることにより、被接続部２５に対して相対移
動させる。これにより、オーバーラップ領域ＯＬの長さを長くして、磁気装身具１の環の
長さを短くする（または、径を小さくする）ことができる。
【００５７】
　つぎに、オーバーラップ領域ＯＬが必要の長さに達すると、図９に示されるように、オ
ーバーラップ領域ＯＬにある接続部２４の長さ方向Ｌの全体を、被接続部２５の収容部２
５２に収容する。オーバーラップ領域ＯＬにある接続部２４の長さ方向Ｌの全体が収容部
２５２に収容されることにより、オーバーラップ領域ＯＬにおいて接続部２４および被接
続部２５のいずれかまたは両方に指などが引っ掛かって外力が加えられることが抑制され
て、人体への装着時に環の長さが変化することが抑制される。
【００５８】
　図９に示される状態から、オーバーラップ領域ＯＬの長さを短くして、磁気装身具１の
環の長さを長く（径を大きく）したい場合は、接続部２４が収容部２５２に収容された状
態で、上述した摺動抵抗と係合力に抗して、接続部２４を被接続部２５から離れる方向に
（図中、左から右へ）引っ張ることで、図１０に示される状態まで、接続部２４を被接続
部２５に対して相対移動させる。これにより、オーバーラップ領域ＯＬの長さを短くして
、磁気装身具１の環の長さを長く（径を大きく）することができる。
【００５９】
　逆に、図１０に示される状態から、オーバーラップ領域ＯＬの長さを長くして、磁気装
身具１の環の長さを短く（径を小さく）したい場合は、接続部２４の先端（長尺体２の一
端２ａ）側の部位を、被接続部２５の収容部２５２から突出させて図７に示される状態と
して、接続部２４を被接続部２５に対して相対移動させて（図８を参照）、接続部２４を
収容部２５２に収容する（図９を参照）。これにより、オーバーラップ領域ＯＬの長さを
長くして、磁気装身具１の環の長さを短く（径を小さく）することができる。
【００６０】
　環状に形成された磁気装身具１を人体の首Ｎに装着する場合は、まず、第１長尺部材２
１と第２長尺部材２２とを互いに離れる方向に引っ張って、連結部２３による連結を解除
することで、第１長尺部材２１の端部２１ａと第２長尺部材２２の端部２２ａとを分離す
る。そして、磁気装身具１を首Ｎに巻き付けた後、連結部２３によって第１長尺部材２１
の端部２１ａと第２長尺部材２２の端部２２ａとを再度連結して、磁気装身具１を環状に
形成することで、磁気装身具１を首Ｎに装着することができる。
【符号の説明】
【００６１】
　１　磁気装身具
　２　長尺体
　２１　第１長尺部材
　２１ａ　第１長尺部材の端部
　２１ｂ　第１長尺部材側被係合部
　２２　第２長尺部材
　２２ａ　第２長尺部材の端部
　２２ｂ　第２長尺部材側被係合部
　２３　連結部
　２３１　介挿部材
　２３２　係合部材
　２３２ａ　第１係合部
　２３２ｂ　第２係合部
　２３２ｃ　第３係合部
　２４　接続部
　２４１　接続部本体
　２４２　係合部、突部
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　２５　被接続部
　２５１　被接続部本体
　２５１ａ　開口部
　２５１ｂ　底部
　２５１ｃ　側部
　２５１ｄ　架橋部
　２５１ｅ　挿通孔
　２５２　収容部、凹部
　２５３　被係合部、架橋部
　２ａ　長尺体の一端
　２ｂ　長尺体の他端
　３　磁性体
　Ｃ　中心軸
　Ｌ　長さ方向
　ＯＬ　オーバーラップ領域
　Ｎ　首
　Ｗ１　開口部の幅
　Ｗ２　一対の側部間の間隔

【図１】 【図２】
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【図３】 【図４】

【図５】

【図６】

【図７】

【図８】

【図９】
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【図１０】 【図１１】
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